
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
血管内に配置される塞栓装置であって、
後端、前端部分（２，２″、２’’’）および先端（３）を有する細長いワイヤ本体（１
）を備え、
この細長いワイヤ本体（１）は、無負荷状態の際に第１の形状となるとともに、カテーテ
ル（１８）から離脱した後に、前記第１の形状および血管の構成に基づいて決まる、複雑
に湾曲した形状をとるよう構成されており、
前記ワイヤ本体（１）は、第１の形状となっている際に、前記先端および前記後端の間に
配置された、直線状に延びる中心線を含む少なくとも１つの細長い部分（４）を有し、こ
の細長い部分（４）の長さは少なくとも５０ｍｍとなっており、
前記前端部分（２，２″、２’’’）は先端（３）において湾曲しており、これらの前端
部分（２，２″、２’’’）は、当該前端部分（２，２″、２’’’）がカテーテルから
離脱した後であって細長い部分（４）が完全にカテーテルから離脱する前に、血管壁体に
対して摩擦ロックされるよう構成されており、
少なくとも１つの細長い部分（４）は、先端（３）において湾曲している前端部分（２，
２″、２’’’）まで延在しており、
この細長い部分（４）の中心線は、ワイヤ本体が第１の形状となっている際に、当該中心
線の先端に向かって延びる方向に対して少なくとも９０°分だけ後端に向かって曲がって
いることを特徴とする塞栓装置。
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【請求項２】
前記前端部分（２，２″）において、前記中心線は、ワイヤ本体が第１の形状となってい
る際に、当該中心線の先端に向かって延びる方向に対して１２０°～３２０°の範囲内の
角度分だけ曲がっていることを特徴とする請求項１に記載の塞栓装置。
【請求項３】
ワイヤ本体の後端部分（５、５″）は連結手段を有しており、この後端部分（５、５″）
は湾曲しており、
当該後端部分（５、５″）の中心線は、ワイヤ本体（１）が第１の形状となっている際に
、当該中心線の後端に向かって延びる方向に対して少なくとも１２０°分だけ曲がってい
ることを特徴とする請求項２に記載の塞栓装置。
【請求項４】
前記細長い部分（４）は、前端部分（２，２″、２’’’）から後端部分（５、５’、５
″）まで延在することを特徴とする のいずれか一項に記載の塞栓装置。
【請求項５】
前端部分（２，２″、２’’’）と後端部分（５、５’、５″）との間に、 中
間部分（７）とともに複数の細長い部分（４）が配置されていることを特徴とする

のいずれか一項に記載の塞栓装置。
【請求項６】
細長い部分（４）の全体長は、９０～７００ｍｍの範囲内となっていることを特徴とする

のいずれか一項に記載の塞栓装置。
【請求項７】
カテーテルからの押出しおよび前記前端部分（２，２″、２’’’）のロックの際に、少
なくとも１つの細長い部分（４）は複雑に湾曲した形状となり、この細長い部分（４）の
湾曲状態は連続的にかつ切断点なしに変化するようになっていることを特徴とする

のいずれか一項に記載の塞栓装置。
【請求項８】
少なくとも１つの細長い部分（４）を有するワイヤ本体において、当該ワイヤ本体の長さ
５０ｍｍ分のバネ定数ｃは、少なくともｃ＝Ｐ／ｅ≧０．０００８Ｎ／ｍｍ（Ｐは軸方向
に加えられた力をニュートン単位で測定したものであり、ｅはｍｍ単位で測定された長さ
変動値である）となっていることを特徴とする のいずれか一項に記載の塞
栓装置。
【請求項９】
バネ定数ｃは、０．００１５Ｎ／ｍｍ≦ｃ≦０．０８Ｎ／ｍｍの範囲内の大きさとなって
いることを特徴とする 記載の塞栓装置。
【請求項１０】
バネ定数ｃは、０．００８Ｎ／ｍｍ≦ｃ≦０．２Ｎ／ｍｍの範囲内の大きさとなっている
ことを特徴とする 記載の塞栓装置。
【請求項１１】
ワイヤ本体（１）が少なくとも１つの細長い部分（４）と一方の端部分との間

細長い部分（４）は湾曲することなく垂直方向に ことを特徴とする
のいずれか一項に記載の塞栓装置。

【発明の詳細な説明】
本発明は、無負荷状態において所定の形状を有しまたカテーテルを通して血管中の配置位
置まで挿入する際に実質的にまっすぐな中心線を有する細長い形状を成し、カテーテルか
ら離脱後に前記の所定形状とワイヤ本体に対する血管の衝撃とに依存する複雑に湾曲した
形状をとる細長いワイヤ本体を含み、前記ワイヤ本体は好ましくはその後端に連結手段を
有するように成された血管中に配置される塞栓装置に関するものである。
ワイヤ本体がその中心線の回りに螺旋形に延在する糸によって形成されるように成された
コイル状の塞栓装置は放射線医学において公知であり、この医学分野において塞栓装置は
種々の目的のために使用されるが、すべて血管の１区域中において自由血行を制限しまた
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は停止しようとする共通のフィーチャを有する。最小限の侵入技術を使用して経皮的、内
腔経由挿入のために塞栓装置を使用する脈管内治療分野の例としては、血管壁体の破裂と
これに伴なう出血とを防止するための動脈瘤閉塞が挙げられる。動脈瘤は脈管系統の任意
の箇所において発生する可能性があるが、特に脳動脈瘤および腹部動脈瘤は致命的状態を
避けるための治療を必要とする。他の用途は、毛糸の束のように見える動脈と静脈の短絡
の生じる動静脈変形部（ＡＶＭ）の閉塞、または脈管系統中の動脈側と静脈側との間の主
要な短絡を成して望ましくない重症の血流を伴なう動静脈の分岐または瘰孔の閉塞である
。塞栓装置の用途の第４例は腫瘍に対する血流の閉塞、また第５例は、創傷またはその他
の負傷または胃腸出血による外傷性血流の閉塞である。
塞栓装置は脈管系統および血管中の多くの相異なる箇所において使用する事ができるので
、種々の形状の相異なる基本設計を有する多数の種々のコイルが設計され、また各基本設
計は通常多数の相異なるサイズに形成する事ができる。今日、放射線技術者は救急患者を
治療するために多数の種々のコイルを貯蔵しなければならなず、また脈管内修復において
、通常、閉塞される部位に堆積状にそれぞれ挿入され配置される多数のコイルが使用され
る。当該用途に適した正確なコイルサイズを選択するために相当の技術が要求され、血管
中の不十分な嵌合によりコイルが予想外に血管の他の箇所に移動する危険性を無視する事
はできない。
通常、ワイヤ本体が関連の血管部位と同等のサイズまたは少し大きなサイズの螺旋を有す
る螺旋形を有して、コイル状ワイヤ本体が血管の壁体に当接圧を加えるように、塞栓装置
の所定形状が決定される。螺旋直径が大きすぎると血管壁体に対する圧力が傷害をもたら
すほどになり、また螺旋直径が小さすぎると、ワイヤ本体が容易に解除されて離脱する。
規則的螺旋形状または不規則なコイル形状を有する塞栓装置は例えば、ＵＳ－Ａ－４，９
９４，０６９、ＵＳ－Ａ－５，１２２，１３６、ＷＯ９４／１１０５１およびＷＯ９４／
０７５６０から公知である。ＳＵ－１７７７８４２－Ａ１は単一螺旋を有するコイルを記
載し、ＷＯ９５／２５４８０は螺旋コイルを記載し、ＤＥ－２９５　１８　９３２－Ｕ１
は球形コイルを記載し、またＷＯ９６／１８３４３およびＵＳ－Ａ－４，９９４，０６９
はランダムマトリックス形のコイルを記載している。
塞栓装置を挿入する前にカテーテルを脈管系統の中に内腔を通して配置し、カテーテルの
遠位端を設置部位に配置すると、塞栓装置を備えた案内ワイヤがカテーテルの中に押し込
まれる。ワイヤ本体がカテーテルの遠位端から出た時、ワイヤ本体は所定の形状をとろう
とする。塞栓装置のサイズと形状が設置部位の血管ゼオメトリ－に対して適当であると思
われれば、ワイヤ本体が案内ワイヤから切り離される。案内ワイヤの後端の対応の部分に
係合される種々の型の連結手段が公知である。例えばＥＰ－Ａ－７２０　８３８はネジを
開示し、ＵＳ－Ａ－５，２１７，４８４の把持可能ツメを開示し、ＷＯ９４／０６５０３
はピン接続を開示し、ＷＯ９４／０６５０２はクランプ接続を開示し、ＷＯ９４／００１
０４は円錐形ネジ接続を開示し、またＥＰ－Ａ　７１７　９６９は膨張性ホルダを開示し
ている。
本発明の目的は、種々の血管ゼオメトリ－および直径に適合し、血管中に配置した時に、
複雑な湾曲形状をとり、ワイヤ本体そのものによって有効な閉塞を成す事のできる塞栓装
置を提供するにある。また、業界公知の技術よりも少数の塞栓装置を使用して配置部位か
らの装置の移動のリスクを低下させまた閉塞を実施するのに必要な時間を短縮させるよう
にした閉塞を実施する事が望ましい。
そのため、本発明による塞栓装置は、前記ワイヤ本体はその所定形状においてその前端と
後端との間に配置された少なくとも１つの部分を有し、この部分の中において、その中心
線が実質的に曲率を有せずまたは非常に小さい曲率を有するので少なくとも２０ｍｍの長
さにそって無螺旋部分を成し、またワイヤ本体がカテーテルから排出される際に、前記無
螺旋部分がカテーテルから完全に離脱する前に、ワイヤ本体の前端部が血管壁体に対して
摩擦ロックされるように成された事を特徴とする。
ワイヤ本体の前端部がカテーテルから排出される時、カテーテルの遠位端は通常、装置の
設置部位に配置されまたは設置部位から短距離に配置される。装置の遠位端がカテーテル
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から排出される際に装置末端部が血管壁体に近づき当接する。さらに装置の排出を続ける
と、装置の末端部が血管の壁体にそって一定長さに渡って配置され、これにより装置の末
端部が血管壁体と摩擦ロックさせられる。このコンテキストにおいて摩擦ロックとは、カ
テーテル開口と最寄りの血管壁体当接点との間のワイヤ本体の自由端から生じる立柱荷重
がもはやワイヤ本体の自由端を血管壁体に対して移動させることのできない程度にワイヤ
本体遠位端と血管壁体との間の摩擦力が増大した事を意味する。無螺旋部分は少なくとも
２０ｍｍの長さを有するので、ワイヤ本体の末端部が摩擦ロックした時、無螺旋部分の少
なくとも一部がなおもカテーテルの内部にある。次に無螺旋区域が解除されると、その無
螺旋部分が血管壁体との最寄りの当接点から離れて横方向に曲がり、最寄りの当接点から
反対側の血管壁体区域に向かって進み、この反対側区域において再び摩擦力が生じる。さ
らにカテーテルの無螺旋区域の次の部分が排出されると、再びワイヤ本体を新しい方向に
向かって湾曲させ、このようにしてこの動作が繰り返される。無螺旋部分の長さは閉塞さ
れる部位の血管ゼオメトリ－に適合させる事ができ、同一の血管ゼオメトリ－に対して長
い螺旋部分は塞栓区域を血管内腔を横断してより多くのワイヤ部分をもって湾曲させ、こ
のようにしてより密な閉塞を成し、比較的短い無螺旋部分は所望ならばこれより開放的な
閉塞を生じる。
本発明の塞栓装置は、その無螺旋部分そのものが自動的に対応の血管ゼオメトリ－に自動
的に適合し、この部位に固着されて、部位からの不慮の解除のリスクを伴わないという大
きな利点を示す。塞栓装置の種々の応用分野はそれぞれ特有の問題を示す。例えば、ワイ
ヤ本体は血管が破断する危険のあるような動脈瘤の中に配置される場合には血管壁体に対
して比較的限定された圧力のみを加えなければならないが、血管壁体が強くて、ワイヤ本
体の解除に抵抗する確度が高い腫瘍またはＡＶＭに対する血液供給を阻止するために閉塞
される血管部位に対しては、実質的にこれより大きな圧力を加えなければならない。所望
の用途に適した剛性、あるいは血管壁体に対してより一層強い当接圧を生じる剛性を有す
るワイヤ本体を設計する事により、これらすべての所望の特性を考慮する事ができる。
本発明による装置は、血管の内腔が相異なる方向に適当回数、ワイヤ本体によって横断さ
れるという利点を有する。ワイヤ本体は閉塞部位において効果的に再疎通に反作用するそ
れ自体の剛性を有し、また交差したワイヤ部分がその両端において血管壁体に当接するの
で、これは長期間の閉塞安定性に役立つ。さらにこの塞栓装置の設置は、ワイヤ本体のノ
ッティングまたはロッキング濾過のリスクがきわめて低くなるようなきわめて組織的な形
で実施される。これは所望ならば、部材の近位端を引っ張る事によってワイヤ本体をカテ
ーテルの中で再配置できるという利点を与える。
好ましくはワイヤ本体はその後端に連結手段を備え、塞栓装置の挿入および設置に際して
、これを案内ワイヤ上に取り付けて、閉塞に関して問題の生じた時に塞栓装置をカテーテ
ルの中で直接に再配置する事は可能である。また塞栓装置に連結手段を備える事なく、こ
の装置をスタイレット型プッシャによってカテーテルから押出す事ができる。
二、三の用途においては、装置の前端部はその無螺旋部分の実質的に直線的な延長部をな
し、この前端部の末端に案内手段、例えばコウモリ傘状の案内手段を備える。あるいは、
好ましい実施態様において塞栓装置は、ワイヤ本体の無螺旋部分が前端部まで延在し、こ
の前端部分がその先端において前端部の中心線に対して少なくとも９０°回転し、好まし
くはワイヤ本体がその特定の形状をとっている時に無螺旋部分の中心線に対して１２０度
乃至３２０°の角度回転する。
まず第１に、ワイヤ本体の湾曲端部はその端部に対して柔らかな可撓性の構造を与え、こ
の前端部が血管壁体に当接した時にこの壁体を損傷する危険性がきわめて少なくなる。従
ってこの実施態様は動脈瘤の塞栓に適している。もし設置時点において、ワイヤ本体の押
出し方向が動脈瘤の血管壁体に対して直角となるようにカテーテル端部が配置されていれ
ば、血管壁体は湾曲したワイヤ本体の前端部によって接触され、この前端部はその湾曲の
故に弾性的に変形されて、血管壁体に対して危険な圧力を加える事なく、同時にワイヤ本
体は側面に移動させられて血管壁体に従う。ワイヤ本体の押出し方向が血管壁体に対して
斜方向を成すならば、ワイヤ本体の端部の湾曲の結果、ワイヤ本体が回転して血管壁体の
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曲率に従う。
第２に湾曲した末端部がワイヤ本体の一体的部分を成し、この末端部が血管壁体に接触し
た時にこの末端部分に加えられる横方向力が部分的に、その背後のワイヤ本体部分に伝達
されるので、ワイヤ本体が血管壁体まで完全に前進させられる前にワイヤ本体は血管壁体
の形状と一致するように曲げられる。動脈瘤に応用する場合、ワイヤ本体の全体の中心線
は好ましくは１２０°乃至３２０°の範囲の角度回転する。この回転角度３２０°以下に
保持すれば、所定形状の末端部が完全螺旋形を成す事を防止する。このような完全螺旋形
は、動脈瘤の中に設置した後に、前記のようにワイヤの剛性によって決定される無螺旋部
分の圧力よりも大きな圧力を血管壁体に対して加える可能性がある。また少なくとも１２
０°の回転角度は、ワイヤ本体の末端部が血管壁体にそって、外傷を与える事なく嵌入す
る大きな可能性を与える。
本発明の塞栓装置を動脈瘤に応用する場合、さらにそのワイヤ本体の後端部が連結手段と
共に湾曲され、この末端部の中心線がワイヤ本体の所定の形状において少なくとも１２０
°、好ましくは１４０°乃至３４０°回転するように塞栓装置が形成されるという利点が
ある。塞栓装置が動脈瘤の中に複数に湾曲した形状に配置された時、ワイヤ本体の湾曲し
た後端部は、キャビティを横断するワイヤ部分によって連結手段を動脈瘤のキャビティの
中に包囲して保護状態に配置する。この状態において連結手段は、動脈瘤への近接開口か
ら突出して動脈瘤の血管壁体に当接する事を防止される。１２０°以下または３４０°以
上の角度は場合によって、連結手段が突き刺さる危険を伴う。
血管が比較的大きな内腔と適当に強い壁体とを有する部位、例えばＡＶＭ、動静脈の分岐
または瘰孔を有する血管部位に塞栓装置を配置しようとする場合、ワイヤ本体の前端部が
好ましくは湾曲されて、ワイヤ本体がその所定の形状をとる際にその前端が好ましくは湾
曲されて、螺旋直径の減少する螺旋を成す数螺旋を形成する。ワイヤ本体のこの前端部が
カテーテルの開口を通して排出された時、この前端部はカテーテル開口のすぐ外部に螺旋
形状を成し、血管中の特定位置において血管壁体と摩擦ロックされる事ができる。この場
合、無螺旋部分が末端部とカテーテル開口との間に適当な自由長を有するようにカテーテ
ルを少し後退させ、そこでワイヤ本体全体をカテーテルから押出すと、ワイヤ本体は前記
のようにして血管のゼオメトリ－に対して自動的に適合する。遠位端の螺旋が小直径を有
する場合、これらの螺旋は血管の内腔の中心に配置され、外側の湾曲したワイヤ本体部分
が中心に押されてすでに配置された遠位端部分の他の側面から突出する事を防止する。こ
のようにして、本発明のこの実施態様は正確な配置のみならず、短い血管長さのみにそっ
て延在するように塞栓装置をコンパクトに配置する事を可能にする。
特に簡単な実施態様においては、無螺旋部分は前端部から後端部まで延在する。このよう
にして、ワイヤ本体全体は両端部以外は均質な特性を有する。このような塞栓装置は広い
応用分野を有する。特殊の用途においては、この塞栓装置は、その前端部と後端部との間
において数個の無螺旋部分を含み、その中間部を螺旋形および／またはワイヤ本体の曲率
の破断点を成すように設計する事ができる。この設計の単一の塞栓装置を使用して、血管
中に、例えば瘰孔の両側に二、三の相互に分離された箇所を閉塞する事ができる。ワイヤ
本体の前端部が血管中の第１部位に配置されまた前側無螺旋部分が配置されている時、カ
テーテルを所望の第２閉塞部位の位置まで後退させる事ができ、この位置において中間部
が血管に対して摩擦ロックされ、最後に装置の他の部分が配置される。それぞれの閉塞部
位に配置されたワイヤ本体の各部分が相互にワイヤ本体の対応部分によって連結されてい
るので、これは１つの閉塞部位からの塞栓装置の移動を防止する。さらに２つの別個の閉
塞を成すための挿入手順が著しく容易になる。
ワイヤ本体は種々の方法で形成する事ができる。１つの方法は、第１の方法は一本の中実
ワイヤ糸を使用し、このワイヤを両端部分において所望の所定形状に曲げる。ワイヤは前
端部において小直径を有し、前端部の中心線の回りに螺旋形に巻かれてワイヤ本体の前端
部の可撓性を増大するにある。他の方法は、数本の細い糸を相互に、この糸より太い直径
を有するワイヤ本体の形に撚成し、織成しまたは編成してワイヤ本体を形成するにある。
ロープまたはワイヤの製造工程から、得られたワイヤ本体に弾性特性を与えるようなパタ
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ンで撚成、織成または編成を実施できる事は公知である。これらのワイヤの極度に小さい
外径の故に、この製造法は高価である。しかし、第３の好ましい方法はワイヤ本体の中心
線の回りに螺旋形に延在する糸から成るワイヤ本体を形成するにある。この設計は二、三
の利点を有する。通常の塞栓コイルの製造法から、塞栓コイルの製造のために細い糸をマ
ンドレルの回りに巻き付ける事は公知である。この方法は製造技術としてはこの公知の技
術によってワイヤ本体を製造できる事が利点である。ワイヤ本体の特定の所望の剛性（ま
たはむしろ可撓性）を得るため、ワイヤ本体は螺旋に巻き取られた糸から成る比較的大直
径のコイル形状を与えられる。これは大直径がワイヤ本体をより一層放射線不透明にする
ので、ワイヤ本体を血管中に配置した際に放射線技術者がこれを見やすくする。
好ましい実施態様において、ワイヤ本体が無螺旋部分において一定のバネ定数を有し、こ
のバネ定数は、ワイヤ本体の長さ５０ｍｍの部分において測定して、少なくともｃ＝Ｐ／
ｅ≧ 0.0008Ｎ／ｍｍ、ここにＰはＮで測定された軸方向に加えられた力、またｅはｍｍで
測定された長さ変動値として、好ましくは 0.0015Ｎ／ｍｍ≦ｃ≦ 0.08Ｎ／ｍｍ、適当には
0.08Ｎ／ｍｍ≦ｃ≦０．２Ｎ／ｍｍの範囲内である。好ましいバネ定数は関連の用途、挿
入法および血管壁体に対する装置の所期圧に依存している。バネ定数が 0.008Ｎ／ｍｍよ
り実質的に低くなれば、塞栓装置が血管壁体に対してロックされる能力が弱くなる。６ｍ
ｍまでの直径を有する動脈瘤に適用される場合、バネ定数は好ましくは 0.0015Ｎ／ｍｍ乃
至 0.008Ｎ／ｍｍの範囲内とし、血管壁体がこれより強い場合には、バネ定数は好ましく
は 0.008Ｎ /ｍｍ乃至 0.2Ｎ /ｍｍの範囲内とする事が好ましい。
以下、本発明を図面に示す実施例について詳細に説明するが本発明はこれに限定されない
。ここに、
第１図は本発明による装置の第１実施態様の特定の無負荷状態における側面図、
第２図および第３図は本発明の第２および第３実施態様の所定の無負荷形状を示す側面図
、
第４図乃至第７図は第３図に図示された本発明の実施態様を動脈瘤の中に配置した状態を
示す部分的断面図、
第８図乃至第１０図は第１図に図示の実施態様を血管中に配置した状態を示す部分的断面
図、
第１１図は第１０図の血管を閉塞方向に見た断面図、
第１２図はワイヤ本体の後端部中の連結手段の実施例の側面図、
第１３図はワイヤ本体の前端部の実施態様の側面図であって、まっすぐな前端部が別個の
案内手段を担持した構造を示す図、また
第１４図は端部の間に数個の無螺旋部分を有し中間螺旋部を備えたワイヤ本体の所定の無
負荷状態を示す側面図である。
第１図は所定の無負荷形状において示された塞栓装置中のワイヤ本体を全体として１で示
す。このワイヤ本体は先端３の方に減少する螺旋直径を有する螺旋体として形成された遠
位端または前端部２と、この前端部２を近位端または後端部５に接続する無螺旋部４とを
有し、後端部５の中心線は無螺旋部４の中心線の実質的に直線的な行程に対して約３４０
°の角度で回転している。前述のようにこのコンテキストにおいて、用語遠位端とは導入
カテーテルを操作する人から離れた前端を意味し、また用語近位端とはこの人に近い後端
を意味する。ワイヤ本体の後端は連結手段６として形成され、この手段６は例えば第１２
図に説明されているように形成する事ができる。ワイヤ本体のサイズは、閉塞される箇所
の血管のゼオメトリーに依存している。
前端部２の最大螺旋直径ｄｄは代表的には血管内腔の直径に対応し、例えばこの内腔と同
一サイズまたは少し大きいサイズとする事ができる。最小螺旋直径は最大螺旋直径の半分
または半分より少し大である。後端部５の螺旋部の直径ｄｐは前端部２の最大螺旋直径と
同程度またはより小とする事ができる。無螺旋部４は血管内腔の直径より実質的に大きい
長さを有し、例えば少なくとも６倍の長さを有するので、代表的には少なくとも４本のワ
イヤ部分が血管内腔を横断する。前端部２は例えば２乃至１３ｍｍの範囲内の最大外径を
有する。ワイヤ本体とカテーテルの内側面との間の摩擦を低減させる手段がとられなけれ
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ば、無螺旋部４は例えば３０乃至 1000ｍｍの範囲内、適当には３０乃至３００ｍｍの範囲
内の長さを有する事ができる。最後に後端部５は２乃至１３ｍｍ、適当には４乃至８ｍｍ
の範囲内の最大外径を有する事ができる。血管内腔が閉塞部位において２ｍｍの内腔を有
すれば、端部２と５は約２ｍｍの外径を有するように予成形され、無螺旋部４は少なくと
も２０ｍｍの長さを有する事ができ、このようにして１０本以上のワイヤを血管内腔を通
過させる事が可能となる。血管が６ｍｍの内腔を有するなら、端部２は約６ｍｍの最大外
径を有し、端部５は５ｍｍの外径を有し、また無螺旋部４が少なくとも５０ｍｍの長さを
有する事ができる。さらに密な閉塞が望まれるなら、無螺旋部４はこれ以上の長さを有す
る事ができる。
ワイヤ本体１は例えばマンドレル上に糸を螺旋巻きする事によって製造する事ができる。
糸は例えば白金、パラジウム、銀、金、ニチノール、ステレンス鋼、これらの物質の合金
、または変成ブタジエンなどの弾性プラスチックから成る事ができる。白金はその大きな
放射線不透過性の故に好ましい物質である。糸の直径はワイヤ本体の直径およびワイヤ本
体の所望の剛性に適合させられ、例えば０．０２乃至０．２ｍｍ、好ましくは０．０４乃
至０．１ｍｍの範囲内とする事ができる。頭蓋内または腎臓閉塞、肝臓または関節あるい
は骨中の血管の閉塞などの超選択的用途の場合、ワイヤ本体は望ましくは０．３５乃至０
．４５ｍｍの範囲内の直径を有する。ワイヤ本体の長さの主部分にそって、巻線が相互に
接触するように、糸はその濃密度に対応するピッチで掛け回される。これはワイヤ本体の
圧縮強さを増大させ、この事は、ワイヤ本体がその延伸形状において非常に長く、従って
カテーテルを通して前進する際に大きな摩擦を克服しなければならない時に特に有利であ
る。同一の糸濃密度に対して、ワイヤ本体の直径の増大と共にワイヤ本体の剛性が低下す
る。ワイヤ本体は代表的には 0.0254ｍｍ（１０ミル）乃至 1.016ｍｍ（４０ミル）、好ま
しくは 0.0254ｍｍ乃至 0.457ｍｍ（１０－１８ミル）の外径を有する。閉塞部位が非常に
小さい内腔を有する場合、直径は 0.0254ｍｍ以下に選定する事ができる。
まっすぐな巻線部品を巻き付けた後に、ワイヤ本体の延伸長さに対応する長さの部分を切
断する。次に端部２、５をマンドレルの回りで所望の形状に変形させる事ができる。最後
にワイヤ本体は公知のように加熱炉の中で熱処理する事ができる。ワイヤの無螺旋部４が
加熱炉のチャンバの長さより大であれば、ワイヤ本体１全体を加熱炉の中に収容できるコ
イルサイズに巻く必要がある。このようなワイヤ本体の熱処理後に、無螺旋部４は巻かれ
た形状を保持し、巻線の直径は端部２、５の直径よりはるかに大である。この関連におい
て、部分４が無螺旋部と特徴づけられる時、これは、この部分が配置箇所において血管内
腔に匹敵する直径の螺旋を有しない事を意味する。従って製造上の理由から、無螺旋部４
は巻線を成す湾曲形状を有し、この巻線直径が設置部位の血管内腔の少なくとも１０－２
５倍とする事ができる。
下記の他の実施態様の説明において、簡単のため前記の実施態様におけると同一種類の部
品に対して同一の参照数字が与えられる。
第２図に図示の実施態様もワイヤ本体１を有し、このワイヤ本体は螺旋形の前端部２と、
無螺旋部４とを有するが、この場合、端部５’は部分４の近似的直線的延長として形成さ
れている。この実施態様においては、端部５’が湾曲形状に予成形される必要がないので
、製造が簡単である。連結手段６が血管壁体との直接接触によってこれを損傷しない型で
ある場合、例えば連結手段が案内ワイヤの末端のホルダーと係合するために球形である場
合、またはワイヤ本体１の後端が案内ワイヤの末端の膨張性部材によって保持される場合
に、このような直線構造が可能である。
第３図に図示の実施態様は特に動脈瘤の閉塞に使用する事ができる。この塞栓装置はワイ
ヤ本体１を有し、このワイヤ本体は無螺旋中央部分４と、前端部２”と、後端部５”とを
有する。前端部２”の中心軸線は約１３０度の角度回転し、これはワイヤ本体の前端が動
脈瘤の中に前進させられた時に直接に血管壁体に衝突できないようにする。後端部５”の
中心軸線は約２１０°の角度回転し、これは装置が動脈瘤の中に完全に配置された時に、
連結手段６が血管壁体に接触しないようにする。
第１４図は、血管中の２または２以上の相互に離間した部位の閉塞に適した実施態様を示
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す。この装置はワイヤ本体１を含み、この本体が少なくとも２つの無螺旋部４と、第１図
および第２図と同様に形成された前端部２と、第２図と同様に形成された後端部５’とを
有する。無螺旋部４は中間部７によって相互に連結され、この中間部７はその所定の形状
において螺旋コースを有し、血管内腔に対応する巻線外径を備える。設置部位において適
当な閉塞を成すため、無螺旋部４は好ましくは少なくとも９０ｍｍ、適当には１００乃至
７００ｍｍの範囲内の全体長さを有する。
第１２図は、案内ワイヤ９の遠位端に糸８としてネジ込まれる連結手段６の実施例を示す
。案内ワイヤ９上の糸は、巻線１０をワイヤ本体の糸１２の直径ｄｔより少し大きなピッ
チで保護コイル１１として固定する事によって備えられた。連結手段６は、ワイヤ本体の
後端の巻線１３が案内ワイヤ上の糸のピッチに対応するピッチを示すまで、これらの巻線
１３を軸方向に引き出す事によって備えられた。他の公知の型の連結手段も使用する事が
できる。カテーテル中で塞栓装置を再配置する事が必ずしも必要でなければ、この塞栓装
置は案内ワイヤ上に取付ける代わりに、ワイヤ本体に連結されていないスタイレット型プ
ッシャによってカテーテルから前方に送出す事によって排出する事ができる。
ワイヤ本体の前端部の前記の種々の湾曲はワイヤ本体の一体的部分としての一種の案内手
段を成し、ワイヤ本体の前端部がカテーテルから押出される際に血管壁体を損傷する事を
防止する。さもなければワイヤ本体の前端部２”’が部分４の中心軸線の直線的延長とし
ての中心軸線を有する事ができる。この場合、ワイヤ本体の前端部は別個の案内手段１４
を備え、この案内手段は例えば第１３図に図示の設計を有する。この案内部材１４は、ニ
チノール、白金またはプラスチックなどの薄い弾性材料の正面の皿型遮蔽板１５を備えた
コウモリ傘状とする。遮蔽板１５は、数本の細い支柱１６によってワイヤ本体の端部と係
合状態に配置されているので、この遮蔽板はワイヤ本体の末端の正面に保護体として存在
する。遮蔽板は比較的大きな、ワイヤ本体の外径の少なくとも５倍の曲率半径を有する。
これは、最初に血管壁体に対するワイヤ本体の前端の当接圧を適当に広い区域に分布させ
、次にワイヤ本体をカテーテルから連続的に押出す際に前端を側面に反らす事を意味する
。支柱１６が細くまた遮蔽板がワイヤ本体の前端の前に配置されているので、ワイヤ本体
がカテーテル中を前進させられる時に、遮蔽板はワイヤ本体の前端において折り畳まれた
状態に配置され、従って前記実施態様のカテーテルと同一の内腔を有するカテーテルを通
しての前進を可能とする。
新しい実施態様を提供するために前記の実施態様の細部を組合せできる事は明らかであり
、また少なくとも前端部２は実質的に一定の外径の巻線を有する螺旋形とする事ができる
。また第１４図に図示の中間部７は螺旋形を有する事ができる。
つぎに動脈瘤１７の中に塞栓装置を配置する場合を第４図乃至第７図について詳細に説明
する。導入カテーテル１８（またはシート）が公知のように経皮的にまた内腔経由で適当
な通路にそって前進させられ、カテーテルの開口１９が第４図に示すように動脈瘤の首部
に配置される。そこで塞栓装置に取り付けられた案内ワイヤをカテーテルの中に挿入し、
前方に押し、このワイヤ本体の前端部分２”を血管壁体に当接させ、そこでこの末端部を
続けて押出すと、この末端部の湾曲部によって自動的に案内されて血管の壁体と摩擦ロッ
ク状に当接する。第５図は、このような摩擦ロックが確立された状態を示す。さらに押出
し続けると、ワイヤ本体の無螺旋部４がカテーテル開口１９の前方において動脈瘤の中央
に向かって湾曲し、さらに動脈瘤の反対側壁体に向かって湾曲し、そこで第６図に図示の
ような摩擦ロックを成す。このようにして、ワイヤ本体の無螺旋部４の一部２０が動脈瘤
を横断し、その両端において血管壁体に対してロックされる。押出しを続けると、このシ
ーケンスが繰り返され、ワイヤ本体の部分４が血管壁体に摩擦ロックした後に、再び動脈
瘤の中央に向かって進み、反対側血管壁体上の他の当接位置を見いだす。第７図は、ワイ
ヤ本体全体が配置される直前の状態を示し、この場合、ワイヤ本体の無螺旋部分は複雑な
湾曲形状をとり、この部分の曲率が連続的に変化して、血管壁体に対して局部的過負荷を
生じるような破断点を生じる事なく、またワイヤ本体の部分４のこのような行程によって
動脈瘤は多数のワイヤ部分によって横断される結果となる事が見られる。
第８図乃至第１０図は、健康な壁体を有する血管２１の中に本発明の塞栓装置を配置する
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が、この血管そのもを閉塞しようとする場合を示す。まずカテーテルが前述のように導入
され、次に塞栓装置が前進させられ、ワイヤ本体の前端部２がカテーテルの開口１９から
押出されてその所定の形状を取り、ワイヤ本体の末端部が第８図に図示のように血管の壁
体に対して摩擦ロックされる。次に第９図に図示の位置までカテーテルを少し後退させ、
この場合、無螺旋部分４はワイヤ前端部２とカテーテル開口との間に自由長を有するので
、さらに押出しを続ける際に、ワイヤ本体にかかる柱状荷重が無螺旋部分４の開放部分を
側方に湾曲させる。そこで無螺旋部分４は前記と同様にして血管壁体に当接し、摩擦ロッ
クされ、次に血管の中心に向かって進んで反対側血管壁体上に摩擦ロックし、このように
して、ワイヤ本体全部が配置される。第１０図はワイヤ本体の配置の終了直前の部分的に
閉鎖された血管の状態を示し、また第１１図は長い無螺旋部分４を有する塞栓装置の配置
を完了した後の血管内部の状態を示す断面図である。この図から直ちに明らかなように、
血管を横断した多数のワイヤ部分が特に中心部において極めて効率的な閉塞を成し、この
中心部において先行技術の塞栓コイルは適当な確度をもって再疎通を防止する程度に効率
的な閉塞を実施する事ができなかった。
無螺旋部分４が血管を横断して自動的に閉塞状態に配置されるのであるから、この閉塞は
ワイヤ本体のみによって実施される。従って、血管中心部の閉塞のための公知の閉塞用絹
またはダクロンのヘアを使用する必要はない。これは、本発明による閉塞装置は閉塞用ヘ
アを備えていないので、カテーテル内部にヘア用のスペースを必要としないが故に先行技
術のヘアを備えた塞栓コイルより小さい内腔を有するカテーテルの中に挿入できる事を意
味する。このようなヘアは不幸にしてコイルとカテーテルの内側面との間に大きい摩擦を
発生するので、本発明よる装置は先行技術の装置よりも容易にカテーテルの中を前進させ
られる。またこの点を利用して、より長くまた／あるいはより低い剛性を有するワイヤ部
材を配置する事が可能である。さらに摩擦を低下させる事が望ましければ、カテーテルの
内側面またはワイヤ本体そのものの上に、ＰＴＦＥコーティングまたは親水性コーティン
グなどの摩擦低減コーティングを被覆する事ができる。もちろん、本発明の主旨の範囲内
において閉塞ヘアを備えたワイヤ本体を備える事もできるが、これは前記の理由から好ま
しくない。
ワイヤ本体の無螺旋部分４の血管壁体に対する外向き圧力が高くなり過ぎるほど剛性でな
くまた所望の血管に向かう程度の剛性を得るようにこの無螺旋部分４の適当な剛性例を発
見するために多数の実験を行った。これらの実験は螺旋的に巻かれた白金糸を使用して、
種々の糸直径ｄと、ワイヤ本体の種々の外径Ｄ、すなわち螺旋巻線の外径とについて実施
された。各幾何学的セットに対して５回の実験を実施し、これらの実験において長さ５０
ｍｍのコイル片を延伸装置のホルダの中に締め付け、そこでホルダを延伸度ｅ＝１０ｍｍ
まで離間させ、これに必要な引張り力Ｐを測定した。これに基づいてバネ定数Ｃ＝Ｐ／ｅ
を計算した。その結果を下記の表１に示す。
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次に糸を平坦な表面上に直角に押して、所望のように湾曲が生じるか否かを観察した。カ
テーテル開口外部の自由部分の長さが平坦面に対して加えうる力にとって重要である事が
明らかと成った。ｄ＝０．０７５ｍｍの糸太さと５ｍｍの突出長さのＤ＝１４ミルのコイ
ルを使用して、約２ｇの圧を測定する事ができたが、突出長さ２０ｍｍの場合、使用され
た測定装置によって圧力は記録されなかった。このコイルは、バネ定数が０．０００８Ｎ
／ｍｍ以下の場合、もはや血管壁体に向かう十分な特性を有していなかった。
ワイヤ本体の部分４が所定形状において完全にまっすぐであり得ると述べたがワイヤ本体
１の長さが長くなり直径が小さくなるに従って、平坦面上にワイヤ本体を配置する際にま
っすぐな形状を得ることが困難になる場合がある。これは支承面に対する摩擦が存在する
からである。しかしもし無螺旋部分と一方の末端部との間の移行部分においてワイヤ本体
が懸垂された場合、所定の形状が明瞭に表れて、部分４は垂直に、曲がる事なく下方に懸
垂される。
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【 図 １ 】

【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 １ ４ 】

【 図 ４ 】

【 図 ５ 】

【 図 ６ 】

【 図 ７ 】

【 図 ８ 】

【 図 ９ 】

【 図 １ ０ 】

【 図 １ １ 】

【 図 １ ２ 】

【 図 １ ３ 】
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